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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成23年４月27日をもって提出した有価証券報告書の記載事項のうち、記載内容の一部を訂正するため、本有価
証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】

＿線の部分は訂正箇所を示します。
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第一部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【投資法人の概況】

(1）主要な経営指標等の推移

②業績等の概要

(ロ)運用の実績

a.物件入替えによる収益力向上の実績

 

＜訂正前＞

 購入物件 売却物件

主なエリア・タイプ
東京23区及びその近郊エリアの

シングル・タイプ

都心主要７区及び政令指定都市の

コンパクト・ファミリー・タイプ、

築古の物件

売買棟数 ６棟 18 棟

取得価格の合計 10,467 百万円 18,837 百万円

売買代金合計 10,467 百万円 15,943 百万円

加重平均 NOI 利回り 6.4 ％ 5.2 ％

加重平均築年数 1.3 年 9.9 年

 

＜訂正後＞

 購入物件 売却物件

主なエリア・タイプ
東京23区及びその近郊エリアの

シングル・タイプ

都心主要７区及び政令指定都市の

コンパクト・ファミリー・タイプ、

築古の物件

売買棟数 ６棟 18 棟

取得価格の合計 10,467 百万円 18,134 百万円

売買代金合計 10,467 百万円 15,943 百万円

加重平均 NOI 利回り 6.4 ％ 5.4 ％

加重平均築年数 1.3 年 10.0 年
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　b.スケールメリットを活かしたコスト削減の実績

 

＜訂正前＞

項目 削減方法 削減効果

賃貸管理業務費(PMフィー) 管理会社集約化及び手数料料率の見直し 32百万円/年 

信託報酬 委託物件増加に伴う報酬体系の見直し 11百万円/年 

損害保険 包括契約による料率低減 5百万円/年 

建物管理費 管理会社の集約化 6百万円/年 

共用部電気代 37物件における共用電力契約の見直し 6百万円/年 

不動産鑑定報酬 委託物件増加に伴う報酬体系の見直し 40百万円/年 

合計  104百万円/年 

 

＜訂正後＞

項目 削減方法 削減効果

賃貸管理業務費(PMフィー) 管理会社集約化及び手数料料率の見直し 34百万円/年 

信託報酬 委託物件増加に伴う報酬体系の見直し 11百万円/年 

損害保険 包括契約による料率低減 5百万円/年 

建物管理費 管理会社の集約化 6百万円/年 

共用部電気代 37物件における共用電力契約の見直し 5百万円/年 

不動産鑑定報酬 委託物件増加に伴う報酬体系の見直し 39百万円/年 

合計  104百万円/年 
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g. 財務基盤の強化 - 金融コストの低減
 

＜訂正前＞

当期末時点に残存する有利子負債の平均利率は、期初1.65％から、期末1.75％と上昇しましたが、これは、既存

の低い利率の負債が当期に返済・償還期限を迎えたことによります。合併効果及び公募増資による負債比率の低

減等により、設立後の新規借入れにおける借入利率は、設立前に実施した借入れと比べ、下表の通り低下していま

す。

 設立前（注１） 設立後（注２）

借入金額（注３） 37,471百万円 22,434百万円

うち固定比率（注４） 17.37％ 47.06％

借入期間 2.66年 2.69年

借入利率（注５） 1.86％ 1.50％

（注１）設立前の借入れについては、設立前６ヶ月間（平成21年９月～平成22年２月末日）に行われた、旧ＡＤＲ

及びＮＲＩの借入れのうち、当期末時点において借入残高があるもののみを対象としています。

（注２）設立後の借入れについては、当期に行われた本投資法人の借入れのうち、当期末時点において借入残高が

あるもののみを対象としています。

（注３）借入金額については、当期末時点の借入残高を記載しています。

（注４）固定比率については、別途金利スワップ契約等により金利の固定化を図っている借入れについては、固定

金利とみなして算出しています。

（注５）借入利率については、別途金利スワップ契約等により金利の固定化を図っている借入れについては、固定

化後の金利（但し、金利スワップ契約の想定元本と借入元本が一致していることを前提とした金利）にて

算出しています。

 

＜訂正後＞

当期末時点に残存する有利子負債の平均利率は、期初1.66％から、期末1.74％と上昇しましたが、これは、既存

の低い利率の負債が当期に返済・償還期限を迎えたことによります。合併効果及び公募増資による負債比率の低

減等により、設立後の新規借入れにおける借入利率は、設立前に実施した借入れと比べ、下表の通り低下していま

す。

 設立前（注１） 設立後（注２）

借入金額（注３） 37,451百万円 22,434百万円

うち固定比率（注４） 29.05％ 47.06％

借入期間 2.66年 2.69年

借入利率（注５） 1.86％ 1.50％

（注１）設立前の借入れについては、設立前６ヶ月間（平成21年９月～平成22年２月末日）に行われた、旧ＡＤＲ

及びＮＲＩの借入れのうち、当期末時点において借入残高があるもののみを対象としています。

（注２）設立後の借入れについては、当期に行われた本投資法人の借入れのうち、当期末時点において借入残高が

ある長期借入金のみを対象としています。

（注３）借入金額については、当期末時点の借入残高を記載しています。

（注４）固定比率については、別途金利スワップ契約等により金利の固定化を図っている借入れについては、固定

金利とみなして算出しています。

（注５）借入利率については、別途金利スワップ契約等により金利の固定化を図っている借入れについては、固定

化後の金利（但し、金利スワップ契約の想定元本と借入元本が一致していることを前提とした金利）にて

算出しています。
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